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事業方針

■基本方針
　当組合は和歌山県内一円を営業基盤とし、設立趣意書の原点に立ち、
和歌山県医師会会員の皆様の相互扶助理念に基づいた地域医療金融の業
務活動を通じて、医業の発展に資する事を基本理念とした業域組合です。
■経営方針
⑴　経営基盤の強化
組合員の増強と組合員に寄り添った活動に努め、一層の深耕を図る。

⑵　経営管理態勢の強化
法令遵守の徹底と経営管理（ガバナンス）態勢の一層の強化を図る。

⑶　リスク管理の徹底
組合の将来を見据え、より健全性の高い経営体制の構築を図る。

当組合のあゆみ（沿革）

昭和39年 4 月10日	／和歌山県医師信用組合設立組合員数378名                                                       
	 同月16日	／業務開始
昭和39年 5 月	 ／全国信用協同組合連合会へ加盟
昭和40年 3 月	 ／全国信用組合中央協会へ加盟
　　同年 6月	 ／�和歌山県国民健康保険団体連合会と診療報酬の振

込事務の取扱いに関する契約締結
昭和41年 6 月	 ／�医療金融公庫（現独立行政法人福祉医療機構）代理

店契約締結
昭和46年 7 月	 ／預金保険機構へ加盟
昭和49年 3 月	 ／創立10周年 3月末預金残高615百万円
昭和59年 3 月	 ／創立20周年 3月末預金残高2,966百万円
平成 6年 3月	 ／創立30周年 3月末預金残高6,119百万円
平成 7年10月	 ／全国銀行内国為替制度に加盟
	 	 　和歌山銀行協会（和歌山手形交換所）に加盟
平成11年 5 月	 ／総預金100億円突破
平成12年 4 月	 ／監督官庁が和歌山県から国（金融庁）にかわる
平成16年 3 月	 ／創立40周年 3月末預金残高16,366百万円組合員数1,354名
平成20年 7 月	 ／�信組情報サービス㈱（SKCセンター）のシステムへ移行
平成23年10月	 ／第34回全国医師信用組合連絡協議会を和歌山市で開催
平成24年 3 月	 ／第60回全国医師信用組合事務会議を和歌山市で開催
　　同年 8月	 ／総預金200億円突破組合員数1,468名
平成25年 6 月	 ／創立50周年記念商品の取扱開始（平成26年 6 月迄取扱）
平成26年 3 月	 ／��創立50周年 3月末預金残高21,288百万円
	 	 　組合員数1,483名
　　同年 9月	 ／創立50周年記念式典・記念講演及び祝賀会開催
平成27年 1 月	 ／創立50周年記念誌発行
　　同年 3月	 ／貸出金60億円突破　預金残高21,904百万円
　　同年 4月	 ／特別定期預金「スタート」取扱開始
平成31年 3 月	 ／�創立55周年　 3月末預金残高23,464百万円　� 	

貸出金残高6,392百万円　組合員数1,483名
令和 3年 3月	 ／総預金250億円突破

　組合員の皆様には、平素より和歌山県医師信用組合をお引き立ていた
だき、誠に有難うございます。
　この度、当組合の現況（令和 3 年度　第58期）をまとめましたので、
ご高覧の程お願いいたします。
　コロナウイルスの新たな変異株の出現やウク
ライナ問題に関連する経済の深刻な負の影響な
ど、取り巻く環境は厳しく先々の不透明感は高
まっていますが、経営基盤の強化と、経営管理
態勢の強化に取り組み、リスク管理の徹底を図
ることで、健全性の維持・確保に努め、信頼さ
れる信用組合として、役職員一同なお一層努力
いたしますので、引き続きご支援・ご指導を賜
りますようお願い申しあげます。 令和 4年 7月

理事長　平石　英三

ごあいさつ

令和 3年 4月／�期間限定キャンペーンオートローンの取扱開始（令和 4
年 3月迄取扱）

　　同年 6月／�キャンペーン「ダブル」の取扱開始（令和 3年12月迄取扱）
　　同年10月／�第 2 回懸賞品付定期預金の取扱開始（令和 3年12月迄取扱）
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事業の組織

理事長 平石　英三 副理事長 木下　智弘 専務理事 田邉　　治
理　事 野村　康晴 理　　事 山西　徹治 理　　事 正木　和人
理　事 奥野　　孝 理　　事 野田　倫代 理　　事 中元耕一郎
理　事 中島　彰一 理　　事 西川　哲司 理　　事 三谷健一郎
理　事 覺前　　哲 理　　事 米良　孝志
監　事 森　喜久夫 員外監事 宮脇　康成 監　　事 田仲　一善
� （令和 4年 6月11日現在）

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）

⑴　経営環境

　令和 3 年度前半コロナウイルス “デルタ株”が猛威を奮いましたが、

ワクチン接種率が上がるにつれて落ち着きを見せ始めました。

　その後、“オミクロン株”の急速な拡散により第 6 波が到来、年度後半

には“まん延防止等特別措置”が多くの都道府県に適用されました。

　一方で主要国での各種経済対策が打ち出されるにつれて、グローバル

経済は徐々に回復の兆しが見え、翌令和 4 年度の世界景気は徐々に上向

いてくると大方で予測されていました。

　しかし、年が明けて 2 月24日に始まったロシア軍のウクライナ侵攻に

よる地政学リスクの高まり、また燃料など資源価格の高騰が悪影響を及

ぼしコロナ禍からの順調な経済回復を妨げることが懸念されます。

　令和 4 年度前半では、グローバル経済の行方は見通しづらい状況が続

くのではないかと予測されますので、安定した組合経営に向けて、今期

はリスク管理を一層適切に行っていく必要があると考えます。

⑵　事業概況

　さて昨年度の組合事業業績につきましては、預金積金は期末残高で前

期比41億37百万円増加の297億88百万円（前期比16.12% 増加）となりま

した。

　運用面では貸出金は期末残高で前期比65百万円増加の68億50百万円

（前期比0.96% 増加）となりました。

　有価証券の運用強化も継続した結果、令和 3 年度の経常利益は39百万

円、当期利益は32百万円を計上致しました。

令和 3 年度　経営環境・事業概況

区 分 令和 ２年度末 令和 ３年度末
個 人 1,283 1,274
法 人 202 201
合 計 1,485 1,475

	 組合員の推移� （単位：人）
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■総代会の仕組みと機能
　当組合は、協同組合組織による金融機関であり組合員の総意により組合の意思を決定する機関である総会が設けられています。この総会は、組
合員の総数が法定数（200人）を超える組合については、定款の定めにより総会に代わるべき「総代会」を設けることが認められています。「総代会」
は組合員の中から選出された総代により構成され、定款の変更、計算書類等の承認、理事・監事の選挙など重要事項について決議を行う最高意思
決定機関です。
■総代の役割
　総代は組合員の代表として、組合員の総意を当組合の経営に反映する重要な役割を担っております。
■総代の選出方法
　総代の定数は100人以上110人以下と総代選挙規約に規定されており、任期は 2年です。選出は「定款及び総代選挙規約」に従い、各選挙区毎に定
数を定め、各選挙区から選挙により選出されます。
■総代会の決議事項
　第58回通常総代会が、令和 4年 6 月11日（土）午後 4時15分より、ホテルアバローム紀の国 2階鳳凰の間で開催されました。当日は、総代108名	
のうち出席（議決権行使57名）95名のもと、全議案が可決承認されました。

決議事項
　第 1号議案	 第58期事業年度（令和 3年4.1～令和 4年3.31）の計算書類（貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案）
	 	 の承認及び事業報告の内容報告の件
	 	 本件は、原案のとおり可決承認されました。

　第 2号議案	 第59期事業年度（令和 4年4.1～令和 5年3.31）の事業計画決定の件
	 	 本件は、原案のとおり可決承認されました。

　第 3号議案	 役員改選の件
	 	 本件は、原案のとおり可決承認されました。

　第 4号議案	 退任役員に対して退職慰労金贈呈の件
	 	 本件は、原案のとおり可決承認されました。

　第 5号議案	 理事及び監事の報酬額の件
	 	 本件は、原案のとおり可決承認されました。

選　　挙　　区 総代定数 総代数
和 歌 山 市 地 区
（和歌山市医師会地区） 57人 57人

海 南 地 区
（海 南 医 師 会 地 区） 7人 7人

那 賀 地 区
（那 賀 医 師 会 地 区） 11人 11人

伊 都 地 区
（伊 都 医 師 会 地 区） 8人 8人

有 田 地 区
（有 田 医 師 会 地 区） 4人 4人

有 田 市 地 区
（有田市医師会地区） 2人 2人

日 高 地 区
（日 高 医 師 会 地 区） 6人 6人

田 辺 市 地 区
（田辺市医師会地区） 7人 7人

西 牟 婁 郡 地 区
（西牟婁郡医師会地区） 2人 2人

東 牟 婁 郡 地 区
（東牟婁郡医師会地区） 3人 3人

新 宮 市 地 区
（新宮市医師会地区） 3人 3人

計 110人 110人

■総代の選挙区・定数� （令和 4 年 7 月 1 日現在）
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経理・経営内容

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 令和 2 年度 令和 3 年度
現 金 28,178 23,829
預 け 金 8,304,014 10,931,366
買 入 手 形 ― ―
コ ー ル ロ ー ン ― ―
買 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ―
買 入 金 銭 債 権 ― ―
金 銭 の 信 託 ― ―
商 品 有 価 証 券 ― ―

商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
そ の 他 の 商 品 有 価 証 券 ― ―

有 価 証 券 13,044,050 14,626,644
国 債 787,580 1,055,570
地 方 債 966,931 1,131,227
短 期 社 債 ― ―
社 債 9,081,520 10,439,260
株 式 100 100
そ の 他 の 証 券 2,207,919 2,000,486

貸 出 金 6,784,553 6,850,082
割 引 手 形 ― ―
手 形 貸 付 146,000 8,000
証 書 貸 付 6,638,553 6,842,082
当 座 貸 越 ― ―

外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 け ― ―
外 国 他 店 貸 ― ―
買 入 外 国 為 替 ― ―
取 立 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 123,877 126,135
未 決 済 為 替 貸 ― 240
全 信 組 連 出 資 金 50,000 50,000
前 払 費 用 ― ―
未 収 収 益 34,867 39,073
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
保 管 有 価 証 券 等 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 ― ―
リ ー ス 投 資 資 産 ― ―
そ の 他 の 資 産 39,010 36,822

有 形 固 定 資 産 16,896 14,810
建 物 12,083 11,385
土 地 ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
建 設 仮 勘 定 ― ―
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 4,812 3,424

無 形 固 定 資 産 232 232
ソ フ ト ウ ェ ア ― ―
の れ ん ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 232 232

繰 延 税 金 資 産 ― 11,013
再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 ― ―
貸 倒 引 当 金 △ 77,273 △ 66,008
（うち個別貸倒引当金） △ 59,727 ―

資 産 の 部 合 計 28,224,530 32,518,105

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 令和 2年度 令和 3年度
預 金 積 金 25,651,576 29,788,628

当 座 預 金 ― ―
普 通 預 金 6,888,296 7,846,886
貯 蓄 預 金 ― ―
通 知 預 金 ― ―
定 期 預 金 17,348,444 20,438,118
定 期 積 金 1,375,665 1,458,563
そ の 他 の 預 金 39,171 45,060

譲 渡 性 預 金 ― ―
借 用 金 500,000 700,000

借 入 金 ― ―
当 座 借 越 500,000 700,000
再 割 引 手 形 ― ―

売 渡 手 形 ― ―
コ ー ル マ ネ ー ― ―
売 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引受入担保金 ― ―
コ マ ー シ ャ ル・ペ ー パ ー ― ―
外 国 為 替 ― ―

外 国 他 店 預 り ― ―
外 国 他 店 借 ― ―
売 渡 外 国 為 替 ― ―
未 払 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 27,166 31,264
未 決 済 為 替 借 ― ―
未 払 費 用 5,484 5,356
給 付 補 塡 備 金 1,508 1,703
未 払 法 人 税 等 12,399 18,365
前 受 収 益 2,036 1,914
払 戻 未 済 金 4,190 2,500
職 員 預 り 金 ― ―
先 物 取 引 受 入 証 拠 金 ― ―
先 物 取 引 差 金 勘 定 ― ―
借 入 商 品 債 券 ― ―
借 入 有 価 証 券 ― ―
売 付 商 品 債 券 ― ―
売 付 債 券 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金 融 商 品 等 受 入 担 保 金 ― ―
リ ー ス 債 務 ― ―
資 産 除 去 債 務 ― ―
そ の 他 の 負 債 1,547 1,425

賞 与 引 当 金 3,351 4,036
役 員 賞 与 引 当 金 ― ―
退 職 給 付 引 当 金 34,059 35,306
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 12,207 14,593
特 別 法 上 の 引 当 金 ― ―

金融商品取引責任準備金 ― ―
繰 延 税 金 負 債 18,835 ―
再評価に係る繰延税金負債 ― ―
債 務 保 証 ― ―
負 債 の 部 合 計 26,247,196 30,573,830
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 89,890 91,920

普 通 出 資 金 89,890 91,920
優 先 出 資 金 ― ―

優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ― ―
資 本 剰 余 金 ― ―

資 本 準 備 金 ― ―
そ の 他 資 本 剰 余 金 ― ―

利 益 剰 余 金 1,756,507 1,783,147
利 益 準 備 金 91,890 89,890
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,664,617 1,693,257

特 別 積 立 金 1,602,200 1,612,200
（ 目 的 積 立 金 ） (7,200) (7,200)
当期未処分剰余金 62,417 81,057

自 己 優 先 出 資 ― ―
自己優先出資申込証拠金 ― ―
組 合 員 勘 定 合 計 1,846,397 1,875,067
その他有価証券評価差額金 130,936 69,207
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―
土 地 再 評 価 差 額 金 ― ―
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 130,936 69,207
純 資 産 の 部 合 計 1,977,333 1,944,274
負債及び純資産の部合計 28,224,530 32,518,105

	 貸借対照表� （単位：千円）
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（注）
1 ．記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。なお、以下の注記に
ついては、表示単位未満を切捨てて表示しております。
2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては当事業年度末の市
場価格等に基づく時価法、市場価格のない株式等については移動平均法によ
る原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理
しております。
3．有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。また、主な耐用
年数は次のとおりであります。
　		 建物　15年〜50年　その他　 4年〜15年
4 ．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り次の通り計上してお
ります。
　日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第 4号「銀行等金融機関の資
産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和
2年10月 8 日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権につ
いては、主として今後 1年間の予想損失額又は今後 3年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、 1年間又は 3年間の貸倒実績を基礎と
した貸倒実績率と理事会で決議された予想損失率の大きい方に基づいて計算
した額を計上しております。
　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額
を計上しております。
　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上して
おります。
　なお、今期破綻先債権について、債権額から担保売却による回収額を控除し
た残額を直接償却しており、その金額は26,129,003円であります。
5．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞
与の支給見込み額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
6．当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総
合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産
の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額
を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金基金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出額に
占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　⑴　制度全体の積立状況に関する事項（令和 2年 3月31日現在）
	 	 年金資産の額　　　　　　　　　238,577百万円
	 	 年金財政計算上の数理債務の額　229,590百万円
	 	 差引額　　　　　　　　　　　　　8,987百万円
　⑵　制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（令和 2年 4月〜令和 3年 3月）
	 	 0. 072%
　⑶　上�記（ 1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高

15,766百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は
期間12年の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当該償
却に充てられる特別掛金 3百万円を費用処理しています。

	 　　　なお、上記（ 2）の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しません。
7．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に
対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると
認められる額を計上しております。
8．当組合の事業特性を鑑み、貸倒引当金に関する会計上の見積りを見直します。
　「債務者区分の判定」については、重要な会計方針4. に則っていますが、将来
リスクを取り入れた債務者区分の修正を行い、新区分に相当する予想損失額
を引当てます。
　貸出先は、医業種にグルーピングされ、他業種に比して予想損失率は低位で
す。その中で医業以外に取組む場合の事業リスクの影響を勘案して債務者区
分を判断します。
　他にも個人事業主が多く、債務者の年齢や後継者問題に将来リスクが内包さ
れる特性があります。これらの特性や業況を考慮し、債務者区分を判断し、
会計上の備えをすると共に経営支援を行います。
　今期同基準で引当てた金額は、52,119,993円です。うち51,560,884円は、旧
金融検査マニュアルの基準においてもランクダウンが求められる業況であ
り、引当金全体の継続性に与える影響は小さいと考えます。
9．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額328百万円
10．有形固定資産の減価償却累計額22百万円
11．協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措
置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借
対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は
一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募
（金融商品取引法第 2条第 3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「そ
の他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上され
るもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価
証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
	 	 破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　―百万円
	 	 危険債権額　　　　　　　　　　　　　　　―百万円
	 	 三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　―百万円
	 	 貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　 328百万円
	 	 合計額　　　　　　　　　　　　　　　　 328百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、
再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができ
ない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しない
ものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以
上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債
権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務
者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債
権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
12．担保に提供している資産は，次のとおりであります。

　　　　　　　担保提供している資産　　　預け金　　1,700百万円
　　　　　　　担保資産に対応する債務　　借用金　　　700百万円
13．出資 1口当たりの純資産額は21,151円81銭です。
14．金融商品に関する事項
　⑴　金融商品に対する取組方針
　　　�当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行

っております。このため、金利変動リスクが経営に及ぼす影響について、
資産及び負債を含めて総合的に管理をしております。

　⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　　　�当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸

出金です。
　　　�また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的、事業推進目的で保

有しております。
　　　�これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価

格の変動リスクに晒されております。
　　　�一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒

されております。
　⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　　①信用リスクの管理
　　　�当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別

案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問
題債権への対応などの与信管理に関する体制を整備し運営しております。

　　　�これらの与信管理は、融資担当部署により行われ、定期的に開催される
常務会や理事会において審議・報告がなされております。

　　　�又、有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金運用担当部署にお
いて信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　　②市場リスクの管理
　　　�当組合において、市場リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け

金」「有価証券」「貸出金」「預金」です。
　　　�対象の金融資産及び金融負債のリスク量算出に当たってはラダー法を用

い、次の 3通りの金利変動シナリオに基づいてNBAシステムで計測さ
れる経済的価値の減少額を計測し、管理しています。

　　　　　ⅰ.上方パラレルシフト　ⅱ.下方パラレルシフト　ⅲ.スティープ化
　　③資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　�当組合は、常務会を通じて、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段

の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによっ
て、流動性リスクを管理しております。

　⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　�金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に
おいては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によ
った場合、当該価額が異なることもあります。

　　　�なお、金融商品のうち貸出金、預け金については、簡便な計算により算
出した時価に代わる金額を開示しております。

15．金融商品の時価等に関する事項
　令和 4年 3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次
のとおりであります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表
には含めておりません。

（単位：百万円）
貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

⑴　預け金（＊ 1） 10,931 10,938 7
⑵　有価証券
　　　満期保有目的の債券 1,355 1,325 △ 29
　　　その他有価証券 13,270 13,270 0
⑶　貸出金（＊ 1） 6,850 7,635 785
　　　貸倒引当金（＊ 2） △ 66

6,784 7,568 784
金融資産計 32,342 33,103 761

⑴　預金積金（＊ 1） 29,788 29,787 △ 1
⑵　借用金（＊ 1） 700 700 0

金融負債計 30,488 30,487 △ 1
（* 1 ）�貸出金、預け金、預金積金、借用金の「時価」については、「簡便な

計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
（* 2 ）�貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

（注 1）金融商品の時価等の算定方法
　��金融資産
　⑴　�預け金
　　　�満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、
市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみ
なしております。

　⑵　�有価証券
　　　�債券はNBAシステムから取得した価格、取引所の価格又は金融機関か

ら提示された価格によっております。
　⑶　貸出金
　　　�貸出金は、期間に基づく区分ごとにその合計額を市場金利で割り引いた

価額を時価とみなしております。
　金融負債
　⑴　�預金積金
　　　�要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）

を時価とみなしております。定期性預金の時価は、一定の金額帯および
期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、その合計額を一種類の
市場金利で割り引いた価額を時価とみなしております。

　⑵　�借用金
　　　�借用金については、帳簿価格を時価としております。
16．市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は、次のとおり
であり、時価評価には含まれておりません。
	 	 非上場株式　　　100千円
	 	 全信組連出資金　 50百万円
17．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
　⑴　�売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　⑵　�満期保有目的の債券
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科　　　　　　　目 令和 2 年度 令和 3 年度
経 常 収 益 197,113 213,950

資 金 運 用 収 益 192,187 212,432
貸 出 金 利 息 69,680 70,389
預 け 金 利 息 6,667 8,958
買 入 手 形 利 息 ― ―

コ ー ル ロ ー ン 利 息 ― ―

買 現 先 利 息 ― ―

債券貸借取引受入利息 ― ―

有 価 証 券 利 息 配 当 金 114,634 129,497
金利スワップ受入利息 ― ―

そ の 他 の 受 入 利 息 1,205 3,586
役 務 取 引 等 収 益 1,101 981

受 入 為 替 手 数 料 543 490
そ の 他 の 役 務 収 益 557 491

そ の 他 業 務 収 益 1,093 535
外 国 為 替 売 買 益 ― ―

商 品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―

国 債 等 債 券 売 却 益 678 162
国 債 等 債 券 償 還 益 13 15
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―

そ の 他 の 業 務 収 益 402 358
そ の 他 経 常 収 益 2,730 ―

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2,686 ―

償 却 債 権 取 立 益 ― ―

株 式 等 売 却 益 ― ―

金 銭 の 信 託 運 用 益 ― ―

そ の 他 の 経 常 収 益 44 ―

経 常 費 用 155,857 174,405
資 金 調 達 費 用 9,914 10,150

預 金 利 息 8,710 9,065
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額 1,517 1,703
譲 渡 性 預 金 利 息 ― ―

借 用 金 利 息 △ 313 △ 618
売 渡 手 形 利 息 ― ―

コ ー ル マ ネ ー 利 息 ― ―

売 現 先 利 息 ― ―

債券貸借取引支払利息 ― ―

コマーシャル・ペーパー利息 ― ―

金利スワップ支払利息 ― ―

そ の 他 の 支 払 利 息 ― ―

役 務 取 引 等 費 用 1,216 1,345
支 払 為 替 手 数 料 247 225
そ の 他 の 役 務 費 用 968 1,120

そ の 他 業 務 費 用 762 2,867
外 国 為 替 売 買 損 ― ―

商 品 有 価 証 券 売 買 損 ― ―

国 債 等 債 券 売 却 損 ― ―

国 債 等 債 券 償 還 損 762 2,857
国 債 等 債 券 償 却 ― ―

金 融 派 生 商 品 費 用 ― ―

そ の 他 の 業 務 費 用 0 10
経 費 141,456 142,792

人 件 費 97,011 99,502
物 件 費 44,291 43,144
税 金 153 145

そ の 他 経 常 費 用 2,508 17,250
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― 14,863
貸 出 金 償 却 ― ―

株 式 等 売 却 損 ― ―

株 式 等 償 却 ― ―

金 銭 の 信 託 運 用 損 ― ―

そ の 他 資 産 償 却 ― ―

そ の 他 の 経 常 費 用 2,508 2,386
経 常 利 益 41,255 39,544

科　　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
特 別 利 益 ― ―

固 定 資 産 処 分 益 ― ―

負 の の れ ん 発 生 益 ― ―

金融商品取引責任準備金取崩額 ― ―

そ の 他 の 特 別 利 益 ― ―

特 別 損 失 0 ―

固 定 資 産 処 分 損 0 ―

減 損 損 失 ― ―

金融商品取引責任準備金繰入額 ― ―

そ の 他 の 特 別 損 失 ― ―

税 引 前 当 期 純 利 益 41,255 39,544
法人税、住民税及び事業税 6,746 13,546
法 人 税 等 調 整 額 3,488 △ 6,021
法 人 税 等 合 計 10,234 7,524
当 期 純 利 益 31,020 32,020
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 31,396 49,037
当 期 未 処 分 剰 余 金 62,417 81,057
注 1 ．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　 2 ．出資１口当たりの当期純利益　350円98銭

（前ページより続き）

　　　＜時価が貸借対照表計上額を超えるもの＞
債　券 貸借対照表計上額 時　価 差　額
地方債 55百万円 59百万円 4百万円
その他 400百万円 409百万円 9百万円
小　計 455百万円 468百万円 13百万円

　　　＜時価が貸借対照表計上額を超えないもの＞
債　券 貸借対照表計上額 時　価 差　額
地方債 100百万円 98百万円 △ 1 百万円
その他 800百万円 758百万円 △ 41百万円
小　計 900百万円 857百万円 △ 43百万円
合　計 1,355百万円 1,325百万円 △ 29百万円

注 時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分したものはありません。
　（４）その他有価証券
　　　＜貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの＞

債　券 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
国　債 289百万円 287百万円 1百万円
地方債 880百万円 783百万円 96百万円
社　債 5,691百万円 5,599百万円 91百万円
その他 402百万円 400百万円 2百万円
小　計 7,264百万円 7,071百万円 192百万円

　　＜貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの＞
債　券 貸借対照表計上額 取得原価 差　額
国　債 765百万円 804百万円 △ 38百万円
地方債 95百万円 100百万円 △ 4 百万円
社　債 4,748百万円 4,799百万円 △ 50百万円
その他 396百万円 400百万円 △ 3 百万円
小　計 6,006百万円 6,103百万円 △ 96百万円
合　計 13,270百万円 13,174百万円 95百万円

注 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価によ
り計上したものであります。
18．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
19．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却価額 売却益 売却損
100百万円 0百万円 ―

20．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の
償還予定額は、次のとおりであります。
債　券 １年以内 １年超

５年以内
５年超
１０年以内 １０年超

国　債 ― ― ― 1,055百万円
地方債 ― 106百万円 173百万円 851百万円
社　債 501百万円 3,735百万円 1,793百万円 4,009百万円
その他 ― 901百万円 798百万円 300百万円
合　計 501百万円 4,744百万円 2,765百万円 6,216百万円

21．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下
のとおりであります。

繰延税金資産
役員退職慰労金 4百万円
退職給付引当金 9百万円
貸倒引当金 12百万円
貸出金償却 7百万円
その他 4百万円

　　　繰延税金資産合計 37百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 26百万円
　　　繰延税金負債合計 26百万円

繰延税金資産純額 11百万円

経理・経営内容

	 損益計算書� （単位：千円）
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	 満期保有目的の債券� （単位：百万円）

	 その他有価証券� （単位：百万円）

科　　　　　　　目 令和 2 年度 令和 3年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 62,417 81,057
積 立 金 取 崩 額 2,000 ―
剰 余 金 処 分 額 15,380 22,453

利 益 準 備 金 ― 2,030
普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金 5,380 5,423

（年 6％の割合） （年 6％の割合）
特 別 積 立 金 10,000 15,000
　　（ う ち 目 的 積 立 金 ） （－） （－）

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ） 49,037 58,604

項　　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
人 件 費 97,011 99,502

報 酬 給 料 手 当 82,452 83,243
退 職 給 付 費 用 5,783 4,647
そ の 他 8,776 11,611

物 件 費 44,291 43,144
事 務 費 21,535 19,979
固 定 資 産 費 5,769 6,432
事 業 費 5,907 6,067
人 事 厚 生 費 1,289 840
有 形 固 定 資 産 償 却 2,395 2,595
無 形 固 定 資 産 償 却 ― ―
そ の 他 7,395 7,230

税 金 153 145
経 費 合 計 141,456 142,792

科　　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
役 務 取 引 等 収 益 1,101 981

受 入 為 替 手 数 料 543 490
そ の 他 の 受 入 手 数 料 557 491
そ の 他 の 役 務 取 引 等 収 益 ― ―

役 務 取 引 等 費 用 1,216 1,345
支 払 為 替 手 数 料 247 225
そ の 他 の 支 払 手 数 料 379 382
そ の 他 の 役 務 取 引 等 費 用 589 738

項　　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
受 取 利 息 の 増 減 16,546 20,245
支 払 利 息 の 増 減 △ 90 236

種　　　　　　　類 令和 2年度 令和 3年度
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表計上額を
超 え る も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 65 69 4 55 59 4
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 500 517 17 400 409 9
小 計 565 586 21 455 468 13

時価が貸借対照表計上額を
超 え な い も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― 100 98 △ 1
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 903 885 △ 17 800 758 △ 41
小 計 903 885 △ 17 900 857 △ 43

合 計 1,468 1,472 3 1,355 1,325 △ 29
注上記の「その他」は、外国証券です。

種　　　　　　　類 令和 2年度 令和 3年度
貸借対照表計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 7,811 7,585 225 6,861 6,671 190
	 国 債 200 198 2 289 287 1
	 地 方 債 901 787 114 880 783 96
	 短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
	 社 債 6,708 6,599 108 5,691 5,599 91
そ の 他 706 699 7 402 400 2
小 計 8,517 8,285 232 7,264 7,071 192

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 2,960 3,007 △ 47 5,609 5,703 △ 93
	 国 債 586 605 △ 19 765 804 △ 38
	 地 方 債 ― ― ― 95 100 △ 4
	 短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
	 社 債 2,373 2,401 △ 28 4,748 4,799 △ 50
そ の 他 97 100 △ 3 396 400 △ 3
小 計 3,057 3,108 △ 51 6,006 6,103 △ 96

合 計 11,575 11,393 181 13,270 13,174 95
注 1．上記の「その他」は、外国証券です。
　 2．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

経理・経営内容

	 剰余金処分計算書� （単位：千円）

科　　　　　　　目 令和 2 年度 令和 3年度
資 金 運 用 収 益 192,187 212,432
資 金 調 達 費 用 9,914 10,150

資 金 運 用 収 支 182,273 202,282
役 務 取 引 等 収 益 1,101 981
役 務 取 引 等 費 用 1,216 1,345

役 務 取 引 等 収 支 △ 114 △ 363
そ の 他 業 務 収 益 1,093 535
そ の 他 業 務 費 用 762 2,867

そ の 他 の 業 務 収 支 331 △ 2,331
業 務 粗 利 益 182,490 199,586
業 務 粗 利 益 率 0.69% 0.66%
業 務 純 益 41,033 8,332
実 質 業 務 純 益 41,033 56,794
コ ア 業 務 純 益 41,103 59,474
コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く。） 41,103 59,474

注 業務粗利益率＝
業務粗利益

×100
資金運用勘定計平均残高

業  務  純  益＝業務収益−（業務費用−金銭の信託運用見合費用）
実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
コア業務純益＝実質業務純益−国債等債券損益

	 業務粗利益及び業務純益等� （単位：千円）

	 経費の内訳� （単位：千円）

	 役務取引の状況� （単位：千円）

	 受取利息及び支払利息の増減� （単位：千円）
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資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

先物取引の時価情報

オフバランス取引の状況

	 総資産利益率� （単位：％）

	 総資金利鞘等� （単位：％）

	 預貸率及び預証率� （単位：％）

	 その他業務収益の内訳� （単位：千円）

	 1 店舗当りの預金及び貸出金残高� （単位：千円）

	 職員 1 人当りの預金及び貸出金残高� （単位：千円）

売買目的有価証券

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

区　　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
経 常 収 益 201,419 224,145 200,573 197,113 213,950
経 常 利 益 6,848 18,985 18,708 41,255 39,544
当 期 純 利 益 5,550 14,612 15,193 31,020 32,020
預 金 積 金 残 高 23,169,105 23,464,128 23,732,189 25,651,576 29,788,628
貸 出 金 残 高 6,140,391 6,392,279 6,155,351 6,784,553 6,850,082
有 価 証 券 残 高 8,837,040 9,993,313 11,634,700 13,044,050 14,626,644
総 資 産 額 25,749,899 26,035,804 25,761,173 28,224,530 32,518,105
純 資 産 額 2,026,886 2,027,356 1,934,924 1,977,333 1,944,274
自己資本比率（単体） 15.68% 13.09% 12.32% 12.16% 11.39%
出 資 総 額 91,280 89,500 91,890 89,890 91,920
出 資 総 口 数 91,280口 89,500口 91,890口 89,890口 91,920口
出資に対する配当金 6.00% 6.00% 6.00% 6.00% 6.00%
職 員 数 9人 10人 10人 8 人 10人
注 1．残高計数は期末日現在のものです。
　 2．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

経理・経営内容

科　　　目 年　度 平均残高 利　息 利回り
資 金 運 用
勘 定

R 2年度 26,432百万円 192,187千円 0.72%

R 3 年度 30,053 212,432 0.70 
う ち
貸 出 金

R 2年度 6,636 69,680 1.04 
R 3 年度 6,723 70,389 1.04 

う ち
預 け 金

R 2年度 7,351 6,667 0.09 
R 3 年度 9,453 8,958 0.09 

う ち
有 価 証 券

R 2年度 12,394 114,634 0.92 
R 3 年度 13,825 129,497 0.93 

資 金 調 達
勘 定

R 2年度 24,592 9,914 0.04 
R 3 年度 28,184 10,150 0.03 

う ち
預 金 積 金

R 2年度 24,277 10,227 0.04 
R 3 年度 27,565 10,768 0.03 

う ち
譲 渡 性 預 金

R 2年度 ― ― ―

R3年度 ― ― ―

う ち
借 用 金

R 2年度 315 △ 313 △ 0.09
R 3 年度 619 △ 618 △ 0.09

区　　　　　　　分 令和 2年度 令和 3年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.15 0.13
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.11 0.10

注 総資産経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益

×100
総資産（債務保証見返を除く）平均残高

該当事項なし

該当事項なし

区　　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
職 員 1 人 当 り の 預 金 残 高 3,206,447 2,978,862
職員 1人当りの貸出金残高 848,069 685,008

区　　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
1 店 舗 当 り の 預 金 残 高 25,651,576 29,788,628
1 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高 6,784,553 6,850,082

注 1．預貸率＝
貸出金

×100
預金積金＋譲渡性預金

　 2．預証率＝
有価証券

×100
預金積金＋譲渡性預金

区　　　　　　分 令和 2年度 令和 3年度

預 貸 率
（ 期 　　 末 ） 26.44 22.99
（ 期 中 平 均 ） 27.33 24.39

預 証 率
（ 期 　　 末 ） 50.85 49.10
（ 期 中 平 均 ） 51.05 50.15

項　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
外 国 為 替 売 買 益 ― ―

商 品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―

国 債 等 債 券 売 却 益 678 162
国 債 等 債 券 償 還 益 13 15
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―

そ の 他 の 業 務 収 益 402 358
そ の 他 業 務 収 益 合 計 1,093 535

該当事項なし

該当事項なし

区　　　　　　分 令和 2年度 令和 3年度
資 金 運 用 利 回（a） 0.72 0.70
資 金 調 達 原 価 率（b） 0.61 0.54
資 金 利 鞘 （ a − b） 0.11 0.16

注 1．資金運用利回＝
資金運用収益

×100
資金運用勘定計平均残高

　 2．資金調達原価率＝
資金調達費用－金銭の信託運用見合費用＋経費

×100
資金調達勘定計平均残高

	 主要な経営指標の推移� （単位：千円）

8



経理・経営内容

項　　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 100 100
組 合 出 資 金 50,000 50,000
合 計 50,100 50,100
注１．�非上場株式については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和 2年 3月31日）第 5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
　 2．�組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和元年 7月 4日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

注１．�自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその
保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基
準を採用しております。

項　　　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 1,841,017 1,869,644

う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 89,890 91,920
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 1,756,507 1,783,147
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額 （△） 5,380 5,423
う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 17,546 66,008
う ち、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 17,546 66,008
う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45 パーセントに
相 当 す る 額 の う ち、コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 （イ） 1,858,563 1,935,652
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 （ 2 ）
無 形 固 定 資 産（ モ ー ゲ ー ジ ・ サ ー ビ シ ン グ ・ ラ イ ツ に
係 る も の を 除 く 。 ） の 額 の 合 計 額 167 167

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ―

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 167 167
繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く。）の 額 ― ―

適 格 引 当 金 不 足 額 ― ―

証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ―

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―

前 払 年 金 費 用 の 額 ― ―

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ―

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ―

少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―

信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 1 0 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 1 5 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 （ロ） 167 167
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 （（イ）－（ロ））（ハ） 1,858,396 1,935,485
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 （ 3 ）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 14,963,894 16,639,069

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ― ―

う ち、他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ― ―

う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 パーセントで除して得た額 315,962 345,026
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ― ―

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ― ―

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額（ニ） 15,279,856 16,984,096
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率 （（ハ）／（ニ）） 12.16% 11.39%

	 自己資本の構成に関する事項� （単位：千円）

	 市場価格のない株式等及び組合出資金� （単位：千円）
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資 金 調 達

区　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

個 人 19,447,203 75.8 20,517,089 68.9
法 人 6,204,372 24.2 9,271,539 31.1

一 般 法 人 6,204,372 24.2 9,271,539 31.1
金 融 機 関 ― ― ― ―

公 金 ― ― ― ―

合 計 25,651,576 100.0 29,788,628 100.0

種　　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

流 動 性 預 金 6,501,724 26.8 7,362,207 26.7
定 期 性 預 金 17,757,127 73.1 20,180,076 73.2
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―

そ の 他 の 預 金 18,656 0.1 23,024 0.1
合 計 24,277,508 100.0 27,565,308 100.0

区　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 17,348,444 20,438,118
変 動 金 利 定 期 預 金 ― ―

そ の 他 の 定 期 預 金 ― ―

合 計 17,348,444 20,438,118

資 金 運 用

科　　　　目 令和 2年度 令和 3年度
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

割 引 手 形 ― ― ― ―

手 形 貸 付 44,295 0.7 146,893 2.2
証 書 貸 付 6,592,325 99.3 6,576,698 97.8
当 座 貸 越 ― ― ― ―

合 計 6,636,621 100.0 6,723,591 100.0

区　　　　分 令和 2年度 令和 3年度
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

国 債 598,140 4.8 807,638 5.9
地 方 債 858,051 6.9 899,843 6.5
短 期 社 債 ― ― ― ―

社 債 8,796,510 71.0 9,985,223 72.2
株 式 100 0.0 100 0.0
外 国 証 券 2,142,013 17.3 2,133,069 15.4
そ の 他 の 証 券 ― ― ― ―

合 計 12,394,816 100.0 13,825,874 100.0
注当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

区　　　　　　分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

国 債
令和 2年度末 ― ― ― 787
令和 3年度末 ― ― ― 1,055

地 方 債
令和 2年度末 ― ― 295 671
令和 3年度末 ― 106 173 851

短期社債
令和 2年度末 ― ― ― ―

令和3年度末 ― ― ― ―

社 債
令和 2年度末 401 3,252 1,499 3,528
令和 3年度末 501 3,735 1,793 4,009

株 式
令和 2年度末 ― ― ― ―

令和3年度末 ― ― ― ―

外国証券
令和 2年度末 ― 707 1,200 300
令和 3年度末 ― 901 798 300

その他の
証 券

令和 2年度末 ― ― ― ―

令和3年度末 ― ― ― ―

合 計 令和 2年度末 401 3,959 2,995 5,287
令和 3年度末 501 4,744 2,765 6,216

業　　種　　別 令和 2年度末 令和 3年度末
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

製 造 業 ― ― ― ―

農 業 、 林 業 ― ― ― ―

漁 業 ― ― ― ―

鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ―

建 設 業 ― ― ― ―

電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ―

情 報 通 信 業 ― ― ― ―

運 輸 業、郵 便 業 ― ― ― ―

卸 売 業、小 売 業 ― ― ― ―

金 融 業、保 険 業 ― ― ― ―

不 動 産 業 ― ― ― ―

物 品 賃 貸 業 ― ― ― ―

学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ―

宿 泊 業 ― ― ― ―

飲 食 業 ― ― ― ―

生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ―

教育、学習支援業 ― ― ― ―

医 療 、 福 祉 6,761,626 99.7 6,830,306 99.7
その他のサービス ― ― ― ―

そ の 他 の 産 業 ― ― ― ―

小 計 6,761,626 99.7 6,830,306 99.7
国・地方公共団体等 ― ― ― ―

個人（住宅・消費・納税資金等） 22,927 0.3 19,776 0.3
合 計 6,784,553 100.0 6,850,082 100.0
注業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

	 預金種目別平均残高� （単位：千円、％）

	 定期預金種類別残高� （単位：千円）

	 貸出金種類別平均残高� （単位：千円、％）

	 有価証券種類別残存期間別残高� （単位：百万円）

	 預金者別預金残高� （単位：千円、％）

	 有価証券種類別平均残高� （単位：千円、％）

	 貸出金業種別残高・構成比� （単位：千円、％）
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資 金 運 用

区　　　　　　　分 金　　　額 構成比 債務保証見返額
当組合預金
積 金

令和 2年度末 129,811 1.9 ―

令和 3年度末 99,911 1.4 ―

有 価 証 券
令和 2年度末 ― ― ―

令和3年度末 ― ― ―

動 産
令和 2年度末 ― ― ―

令和3年度末 ― ― ―

不 動 産
令和 2年度末 5,063,030 74.6 ―

令和 3年度末 5,252,045 76.7 ―

そ の 他
令和 2年度末 ― ― ―

令和3年度末 ― ― ―

小 計 令和 2年度末 5,192,842 76.5 ―

令和 3年度末 5,351,956 78.1 ―

信用保証協会・
信 用 保 険

令和 2年度末 914,145 13.5 ―

令和 3年度末 907,053 13.3 ―

保 証
令和 2年度末 8,563 0.1 ―

令和 3年度末 7,871 0.1 ―

信 用
令和 2年度末 669,003 9.9 ―

令和 3年度末 583,201 8.5 ―

合 計 令和 2年度末 6,784,553 100.0 ―

令和 3年度末 6,850,082 100.0 ―

区　　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
固 定 金 利 貸 出 972,831 956,414
変 動 金 利 貸 出 5,811,722 5,893,668
合 計 6,784,553 6,850,082

区　　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

運 転 資 金 2,821,940 41.6 2,782,581 40.6 
設 備 資 金 3,962,613 58.4 4,067,501 59.4 
合 計 6,784,553 100.0 6,850,082 100.0 

区　　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

消 費 者 ロ ー ン 233,183 40.9 326,591 44.7 
住 宅 ロ ー ン 337,114 59.1 404,328 55.3 
合 計 570,298 100.0 730,919 100.0 

項　　　　　　目 令和 2年度末 令和 3年度末
貸 出 金 償 却 額 ― 26,129

項　　　　　目 令和 2年度末 令和 3年度末
期末残高 増減額 期末残高 増減額

一般貸倒引当金 17,546 △ 5,315 66,008 48,461
個別貸倒引当金 59,727 2,629 ― △ 59,727
貸倒引当金合計 77,273 △ 2,686 66,008 △ 11,265
注 当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る引
当は行っておりません。

区　　　　分 残高 担保・保証額 貸倒引当金 保全率 引当率
（A） （B） （C） （B+C）/（A） （C）/（A―B）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
令和 2年度 90 30 59 100.00 100.00
令和 3年度 ― ― ― ― ―

危 険 債 権
令和 2年度 ― ― ― ― ―

令和3年度 ― ― ― ― ―

要 管 理 債 権
令和 2年度 19 ― 3 16.61 16.61
令和 3年度 328 ― 54 16.61 16.61

三 月 以 上 延 滞 債 権
令和 2年度 ― ― ― ― ―

令和3年度 ― ― ― ― ―

貸 出 条 件 緩 和 債 権
令和 2年度 19 ― 3 16.61 16.61
令和 3年度 328 ― 54 16.61 16.61

小 計
令和 2年度 109 30 62 85.12 79.38
令和 3年度 328 ― 54 16.61 16.61

正 常 債 権
令和 2年度 6,676
令和 3年度 6,523

合 計 令和 2年度 6,786
令和 3年度 6,851

注 1．�「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる
債権です。

　 2．�「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権
（ 1に掲げるものを除く。）です。

　 3．�「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
　 4．�「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（ 1及び 2に掲げるものを除く。）です。
　 5．�「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸

出金（ 1、 2及び 4に掲げるものを除く。）です。
　 6．�「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（ 1、 2及び 3に掲げるものを除く。）です。
　 7．�「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
　 8．�「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
　 9．�「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部

について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第 2条第 3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び
仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

　10．�金額は決算後（償却後）の計数です。

	 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額� （単位：千円、％）

	 貸出金金利区分別残高� （単位：千円）

	 貸出金使途別残高� （単位：千円、％）

	 消費者ローン・住宅ローン残高� （単位：千円、％）

	 貸出金償却額� （単位：千円）

	 貸倒引当金の内訳� （単位：千円）

	 協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況� （単位：百万円、％）

11



経 営 内 容

－定性的事項－
◦自己資本調達手段の概要
◦自己資本の充実度に関する評価方法の概要
◦信用リスクに関する事項
◦信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
◦派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし
◦証券化エクスポージャーに関する事項…該当事項なし
◦オペレーショナル・リスクに関する事項
◦�出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
◦�金利リスクに関する事項

法令等遵守につきましては、金融機関の公共的使命と社会的責任を経
営の最重要課題の一つとして、理事及び監事全員が認識するとともに、
役職員全員に倫理綱領、就業規則等を基本として法令遵守意識や倫理観
を確立するよう日頃より教育、研修をおこなっています。
当組合では、コンプライアンス（法令等遵守）に関する取組みとして、
コンプライアンス委員会規程を制定し、コンプライアンスを統合的に把
握・管理する部署として、コンプライアンス委員会を設けており、役職
員一人ひとりが法令等遵守の徹底を図っております。
又、苦情・相談受付処理体制の整備、反社会的勢力排除への取組み、
内部通報制度などを設け、不祥事件等の未然防止に努めております。

●対象役員
　�当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開
示しております。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として
支払う「報酬」及び在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として
退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

　⑴　報酬体系の概要
　【報酬】
　　�非常勤を含む全役員の報酬につきましては、総代会において、理事
全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しており
ます。

　　�そのうえで、各理事の報酬額につきましては当組合の役位を勘案し、
当組合の理事会において決定しております。又、各監事の報酬額に
つきましては、監事の協議により決定しております。

　【退職慰労金】
　　�退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任
時に総代会で承認を得た後、当組合の規程に則り支払っております。

　⑵　令和 3年度における対象役員に対する報酬等の支払総額
（単位：千円）

区　分 当期中の報酬総額 総会等で定められた報酬限度額
理　事 19,985 20,000
監　事 1,986 2,000
合　計 21,971 22,000
注 1 ．�上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第 4号「附

属明細書」における役員に対する報酬です。
　 2．�支払人数は、理事14名、監事 3名です。

　⑶�　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第 1 項第
6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組
合の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金
融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年 3 月29日付金融庁
告示第23号）第 3条第 1項第 3号及び第 5号に該当する事項はあり
ません。

●対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合
の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受け
る者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をい
います。
　なお、令和 3年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
　　注 1．�「同等額」は、令和 3年度に対象役員に支払った報酬等の平均

額としております。
　　　 2．�当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与

規程」及び「職員退職給与規程」に基づき支払っております。
　　　　 �なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関

であり、業績連動型の報酬体系のような自社の利益を上げるこ
とや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないた
め、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系ではあり
ません。

●苦情処理措置
　�ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、下記の窓口
をご利用ください。
　　窓　　口：和歌山県医師信用組合　　電話番号：073－423－2504
　　受 付 日：�月曜日～金曜日（祝日及び組合の休業日は除く）
	 受付時間　午前 9時～午後 5時

●紛争解決措置
　　東京弁護士会　紛争解決センター（電話：03－3581－0031）
　　第一東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3595－8588）
　　第二東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3581－2249）
　�で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さ
まは、上記和歌山県医師信用組合又は、下記窓口までお申し出下さい。
又、お客さまから各弁護士会に直接お申出いただくことも可能です。
なお、前記東京・第一東京・第二東京弁護士会の各仲裁センターは、
東京都以外の各地のお客さまにもご利用いただけます。
　�仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当
事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方
法もあります。
　①移管調停：�東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　②現地調停：�東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人

が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等
により、共同して解決に当る。

　＊�移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありま
せんのでご注意ください。

　　具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。
　【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
　　受 付 日：�月曜日～金曜日（祝日及び協会の休業日は除く）
　　	 受付時間　午前 9時～午後 5時
　　電　　話：03－3567－2456

法令等遵守体制

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

報酬体系について

リスク管理体制
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■貸倒引当金の計算基準
日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第 4号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（令和 2年10月 8 日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し過去の一定期間における各々
の貸倒実績から算出した貸倒実績率に基づき算出した額と、理事会で決議された予想損失率で算出した額のうち、大きい方を計上しております。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認
める額を引当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収見
込額を控除した残額を引当てております。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当てを行っております。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
リスクウェイトの判定に使用する適格格付機関は次の 2機関を採用しています。
㈱格付投資情報センター（R&I）
㈱日本格付研究所（JCR）

■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
エクスポージャーの種類ごとの適格格付機関の使い分けは行っていません。

●信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
信用リスク削減手法とは、当組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には、不動産担保、預金担保、保証などが該当します。
当組合が扱う担保には、自組合預金積金、不動産、保証には、人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等がありますが、その
手続きについては、組合が定める各規程等に則り、適切な事務取扱を行っております。
ただし、与信判断は、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質などさまざまな角度から判断を行っており、担保や保証による保
全措置は、あくまでも補完的な位置づけです。
与信審査の結果、担保又は保証が必要な場合には、お取引先への十分な説明とご理解をいただいたうえで、ご契約いただく等、適切な取扱いに努
めております。
お取引先が期限の利益を失われた場合には、与信取引の範囲において、預金と相殺をする場合がありますが、当組合が定める各種約定書に基づき
適切な取扱に努めております。

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
該当事項なし

●証券化エクスポージャーに関する事項
該当事項なし

●オペレーショナル・リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

オペレーショナル・リスクとは、「内部プロセス・人・システムが不適切であること、もしくは機能しないこと、または外生的
事象により生じる損失にかかるリスク」と定義しています。

管 理 体 制
当組合は、オペレーショナルリスクについて事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、風評リスク等幅広いリス
クと考え「統合的リスク管理基本規程」を定めリスクの顕在化の未然防止及び発生時の影響度を最小化するため管理態勢の整備
に努めております。

評 価 · 計 測 オペレーショナル・リスク相当額の算定は、基礎的手法による計測を採用することとし、又これらのリスクに関しては常務会等
において適切に協議、検討するとともに必要に応じて理事会にも報告する態勢を整備しております。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
基礎的手法（直近 3年間の正の粗利益×15％÷ 8％）を採用しております。

●出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
全国信用組合連合会の出資金（その他資産勘定）及び信組情報サービス株式会社の株式（有価証券勘定）が該当します。いずれも当組合の業務上
必要なもので投資目的で保有しているものではありません。

●自己資本調達手段の概要
発 行 主 体 和歌山県医師信用組合
資 本 調 達 手 段 の 種 類 普通出資
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ た 額 91,920 千円
償 還 期 限 ―
配 当 率 年6.00％
注�当組合の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
当組合は、経営体力の範囲内に管理すべきリスク（信用リスク、市場リスク、オペレーショナルリスク）に対し、自己資本を配賦し、その範囲内
でリスク量を管理する「統合的リスク管理」および、求められる基準により計測したリスクアセット額に対する適正な安全余裕度の自己資本額を
確保する「自己資本比率管理」により、自己資本の充実度を評価しています。

●信用リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

信用リスクとは、貸出先の財務状況の悪化等による債務不履行により、当組合が経済的損失を被るリスク（与信信用リスク）お
よび債券等の運用に伴って信用を供与することで当組合が経済的損失を被るリスク（市場信用リスク）を言います。

管 理 体 制
当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクであると認識のうえ「信用リスク管理基本方針（クレジットポリ
シー）」「信用リスク管理規程」「信用リスク管理要領」を制定し､ 役職員に理解と遵守を促すとともに信用リスクを適正に把握・
管理する体制を構築しています。

評 価 · 計 測
与信信用リスクの評価は、取引先の財務・収支状況に関する定量分析に加え定性評価を勘案の上、与信審査を行い、貸出後につ
いても自己査定による信用力の評価を行っています。
市場信用リスクについては、適格格付機関による累積平均デフォルト率により期待損失額の計測、および入手可能な信用スプレ
ッドの推移をモニタリングしています。
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リスク管理体制

	 金利リスクに関する事項� （単位：百万円）

－定量的事項－
◦自己資本の構成に関する開示事項…自己資本の構成に関する事項P. 9 をご参照ください
◦自己資本の充実度に関する事項
◦信用リスク（証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
◦信用リスク削減手法に関する事項
◦派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項…該当事項なし
◦証券化エクスポージャーに関する事項…該当事項なし
◦出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
◦リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項…該当事項なし
◦金利リスクに関する事項…本ページ下段をご参照ください

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

金利リスクとは、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在する中で市場金利が変動することで利益の減少ないし損失を
被るリスクをいいます。

管 理 体 制
理事会が決定した金利リスク管理に関する方針に則り、担当部署において金利リスクを計測し、モニタリング・分析等を行い、
定期的に常務会に報告をし、常務会においては統合的リスク管理基本規程及び市場リスク管理方針に則って対応策等の協議を行
う体制を構築しています。

評 価 · 計 測 銀行勘定の金利リスク（IRRBB) を理事会で決定したシナリオ毎に計算し、それぞれの現在価値への影響（ΔEVE）および期間
収益への影響（ΔNII）のうち最大の損失額に対する自己資本額を評価しています。

■内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
金利リスク量…次の 3通りの金利変動シナリオに基づいて計算される損失額のうち最大値を計測。
　　　　　　　　　　　①上方パラレルシフト②下方パラレルシフト③スティープ化
　　　　　　　　　　　（当組合は、SMBC日興証券の「NBA」の金利変動データを用いて計測しております。）
１．コア預金	 対象 :普通預金
	 算定方法：	①過去 5年の最低残高
	 	 ②過去 5年の最大年間流出量を現残高から差引いた残高
	 	 ③現残高の50%相当額
	 以上 3つの内最小の額を上限
	 満期：5年以内（平均2.5年）

●金利リスクに関する事項

IRRBB 1 ：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

△EVE △NII
当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 721 665 △ 12 21
2 下方パラレルシフト 0 0 1 △ 5
3 スティープ化 658 598
4 フラット化 0
5 短期金利上昇 2
6 短期金利低下 0
7 最大値 721 665 1 21

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 1,935 1,858
注金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

経 営 内 容 （ 資 料 編 ）
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経 営 内 容 （ 資 料 編 ）

注 1．�格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　 2．�エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　 3．�コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）は含まれておりません。

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャーの額
令和 2年度 令和 3年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
0％ ― 2,477 ― 2,747
10％ ― 261 ― 252
20％ 1,199 9,604 1,200 12,131
35％ ― 182 ― 175
40％ ― 301 ― 300
50％ 4,903 30 5,801 ―

70％ 100 ― 300 ―

75％ ― 101 ― 78
100％ 1,897 5,800 2,497 5,991
120％ 300 ― 100 ―

150％ ― 100 ― 100
200％ ― ― ― ―

250％ ― 831 ― 837
1250％ ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合　　　　　計 8,400 19,691 9,898 22,616

●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等� （単位：百万円）

注 1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
　 2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　 3．�「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の

公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。
　 4．�「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品

取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
　 5．「その他」とは、（i）～（x）に区分されないエクスポージャーです。具体的には出資金、有形・無形固定資産、その他資産が含まれます。
　 6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

　　　　　　

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
 粗利益（直近 3年間のうち正の値の合計額）×15％  ÷ 8 ％
 直近 3 年間のうち粗利益が正の値であった年数 

　 7 ．�単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額× 4％

令和 2年度 令和 3年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 14,963 598 16,639 665
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 14,963 598 16,639 665

（ⅰ）ソブリン向け 26 1 25 1
（ⅱ）金融機関向け 2,220 88 2,946 117
（ⅲ）法人等向け 10,246 409 11,219 448
（ⅳ）中小企業等・個人向け 71 2 52 2
（ⅴ）抵当権付住宅ローン 63 2 61 2
（ⅵ）不動産取得等事業向け 100 4 100 4
（ⅶ）三月以上延滞等 15 0 ― ―
（ⅷ）出資等 0 0 0 0

出資等のエクスポージャー 0 0 0 0
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

（ⅸ）他の金融機関等の対象資本調達手段のうち
対象普通出資等に該当するもの以外のものに係
るエクスポージャー

2,000 80 2,000 80

（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普通出資等であ
ってコア資本に係る調整項目の額に算入されな
かった部分に係るエクスポージャー

50 2 50 2

（ⅺ）その他 168 6 183 7
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 ― ― ― ―
④他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージ
ャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ
れなかったものの額

― ― ― ―

⑤CVAリスク相当額を 8％で除して得た額 ― ― ― ―
⑥中央清算機関関連エクスポージャー ― ― ― ―

ロ．オペレーショナル・リスク 315 12 345 13
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 15,279 611 16,984 679

●自己資本の充実度に関する事項� （単位：百万円）
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●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ
令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度

信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー

― ― 300 200 ― ―

注 1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　 2．�上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第46条（株式会社地域

経済活性化支援機構により保証されたエクスポージャー）を含みません。

経 営 内 容 （ 資 料 編 ）

該当事項なし 該当事項なし

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）� （単位：百万円）

エクスポージャー区分
地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上延滞 
エクスポージャー貸出金、コミットメント及びその他の

デリバティブ以外のオフ・バランス取引 債　券 デリバティブ取引

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 2 年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 2年度 令和 3年度
国 内 25,857 30,513 6,694 6,850 10,658 12,529 ― ― 90 ―

国 外 2,204 2,001 ― ― 2,204 2,001 ― ― ― ―

地 域 別 合 計 28,061 32,514 6,694 6,850 12,862 14,530 ― ― 90 ―

製 造 業 2,400 2,800 ― ― 2,400 2,800 ― ― ― ―

農 業 、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

鉱 業、採 石 業、砂 利 採 取 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

建 設 業 100 100 ― ― 100 100 ― ― ― ―

電気・ガス・熱供給・水道業 699 999 ― ― 699 999 ― ― ― ―

情 報 通 信 業 503 501 ― ― 503 501 ― ― ― ―

運 輸 業 、 郵 便 業 1,397 1,597 ― ― 1,397 1,597 ― ― ― ―

卸 売 業 、 小 売 業 599 599 ― ― 599 599 ― ― ― ―

金 融 業 、 保 険 業 10,907 13,531 ― ― 2,603 2,600 ― ― ― ―

不 動 産 業 699 799 ― ― 699 799 ― ― ― ―

物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

医 療 、 福 祉 6,671 6,830 6,671 6,830 ― ― ― ― 90 ―

そ の 他 の サ ー ビ ス 1,499 1,799 ― ― 1,499 1,799 ― ― ― ―

そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 1,757 2,130 ― ― 1,757 2,130 ― ― ― ―

個 人 22 19 22 19 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 802 803 ― ― 601 600 ― ― ― ―

業 種 別 合 計 28,061 32,514 6,694 6,850 12,862 14,530 ― ― 90 ―

１ 年 以 下 8,138 10,829 244 126 399 501 ― ―

１ 年 超 ３ 年 以 下 2,405 3,382 292 452 1,603 2,499 ― ―

３ 年 超 ５ 年 以 下 3,217 2,720 913 519 2,303 2,201 ― ―

５ 年 超 ７ 年 以 下 2,268 1,574 403 320 1,865 1,254 ― ―

７ 年 超 1 0 年 以 下 2,397 3,019 1,297 1,419 1,099 1,500 ― ―

10 年 超 9,032 10,386 3,542 4,012 5,189 6,173 ― ―

期 間 の 定 め の な い も の 600 602 ― ― 400 400 ― ―

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ―

残 存 期 間 別 合 計 28,061 32,514 6,694 6,850 12,862 14,530 ― ―

注 1．�「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除
くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

　 2．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
　 3．�上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分や機関に分類することが、困難なエクスポージャーです。具体的には預け金、出資金、そ

の他資産等が含まれます。
　 4．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

P.11をご参照ください。
●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 証券化エクスポージャーに関する事項

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

信用リスク削減手法に関する事項
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	 代理貸付残高の内訳� （単位：千円）

	 手数料一覧� （令和 4 年 4 月 1 日現在）

法定監査の状況

令和 3 年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

	 内国為替取扱実績� （単位：百万円）

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

●貸借対照表計上額及び時価等� （単位：百万円）

区 分 令和 2年度 令和 3年度
貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価

上 場 株 式 等 ― ― ― ―

非 上 場 株 式 等 50 ― 50 ―

合 計 50 ― 50 ―

証 券 業 務国 際 業 務

そ の 他 業 務

区　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会 ― ―

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 ― ―

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 ― ―

独立行政法人住宅金融支援機構 ― ―

独立行政法人 勤労者退職金共済機構 ― ―

独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 ― ―

そ の 他 ― ―

合 計 ― ―

区　　　　　分 構　　成　　比
全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会 ―

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 ―

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 ―

独立行政法人住宅金融支援機構 ―

独立行政法人 勤労者退職金共済機構 ―

独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 ―

そ の 他 ―

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第 5 条の
8 第 3 項に規定する「特定信用組合」に該当しておりません。

区　　　　　分 令和 2年度末 令和 3年度末
件　　数 金　　額 件　　数 金　　額

送金・振込
他の金融機関向け 826 5,918 877 7,728
他の金融機関から 3,647 6,677 3,691 11,699

代金取立
他の金融機関向け ― ― ― ―

他の金融機関から ― ― ― ―

振 込 手 数 料 （ 1件につき）    500円
両 替 手 数 料 （請求書 1枚につき硬貨・紙幣合わせて）

1枚～200枚 無　　料
201枚以上    200円

＊�預金口座からの金種指定によるご出金につきましても、枚数に応じて上
記の両替手数料を申し受けます。

　（ただし、給与・賞与のご出金については無料）
＊上記の合計枚数には、 1万円券の枚数は含みません。
残 高 証 明 書 発 行 手 数 料 無　　料
融 資 関 連 手 数 料（ 1件、 1回あたり）
新 規 取 扱 手 数 料 11,000円
繰 上 返 済 手 数 料 11,000円
条 件 変 更 手 数 料 11,000円
不 動 産 担 保 設 定 手 数 料 55,000円
不 動 産 担 保 解 除 手 数 料 11,000円
＊不動産担保取扱いについては、 1物件当たりの手数料です。
手数料は全て消費税込みの金額です。

　私は当組合の令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日までの第58期の事業年度
における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、及び同書類作
成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

令和 4年 6月13日

和歌山県医師信用組合
理事長　平 石 英 三

該当事項なし

外国為替取扱高

該当事項なし

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

該当事項なし

外貨建資産残高

該当事項なし

公共債引受額

該当事項なし

公共債窓販実績

出資等エクスポージャーに関する事項
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［預金業務］
普 通 預 金 出し入れ自由でお手軽、医師会関係諸会費などの「自動引き落とし」にご利用いただけます。
決済用預金 普通預金と同様のサービスの無利息型預金。預金保険制度の全額保護対象となります。
定 期 預 金 スーパー定期預金、大口定期預金（ 1千万円以上）の取扱いをしています。
定 期 積 金 目標に応じ、毎月一定額を積立てる預金です。

※ねんきん定期（年金受取指定条件）　店頭表示利率＋０．５％
※定期積金（ダブル）
　　　　　期　　間　　　 ３年
　　　　　月掛金額　　　 ５万円以上
　　　　　利　　率　　　店頭表示利率× ２

［貸出業務］
※期間限定キャンペーン医療機器購入ローン
　利用限度額： 2千万円　　期　　間： 5年以内　　利　　率：0.70％（固定）
　ご利用対象者：キャンペーン期間中、医師協同組合からの斡旋により医療機器を購入する個人・法人
　募 集 総 額： 2億円　　　取扱期間：令和 4年 7月 1日～令和 5年 3月31日
※はじめてオートローン
　ご利用限度額： 2千万円　　期　　間： 7年以内　　利　　率：基準金利 △0.20％
　ご利用対象者：平成29年 7 月 1 日～令和 4年 6月30日の期間にオートローン取引のない個人・法人
　募 集 総 額： 2億円　　　取扱期間：令和 4年 7月１日～令和 5年 3月31日

商　　品　　名 ご利用限度額 期　　間 その他
新 規 開 業 支 援 ロ ー ン 1 億 5 千万円まで 30年以内 ご開業資金に
医 療 機 器 購 入 ロ ー ン 2 千万円まで 5年以内 無担保
特 別 融 資 1 千万円まで 2年以内 納税、賞与資金などの短期資金
オ ー ト ロ ー ン 2 千万円まで 7年以内 マイカーのご購入等に
教 育 ロ ー ン 3 千万円まで 20年以内 無担保
教 育 ロ ー ン Ⅱ 1 千万円まで 10年以内 無担保　保証会社保証付
住 宅 ロ ー ン 1 億円まで 30年以内 住宅の新築・増改築資金等に
医 療 事 業 ロ ー ン 4 億円まで 30年以内 新築・増改築資金に
医 療 事 業 ロ ー ン Ⅱ 5 千万円まで 10年以内 無担保
フ リ ー ロ ー ン 1 千万円まで 5年以内 グループ保険等加入
フ リ ー ロ ー ン Ⅱ 1 千万円まで 10年以内 無担保　保証会社保証付
大 型 フ リ ー ロ ー ン 1 億円まで 30年以内 有担保　お使いみちは自由です
ドクターサポートローン 1 千万円まで 5年以内 無担保　保証会社保証付
事 業 継 承 ロ ー ン 4 億円まで 30年以内 事業の継承に

［内国為替業務］
全国すべての金融機関へ迅速・確実にお振込みができます。

業 務 の ご 案 内

○地域に貢献する信用組合の経営姿勢
　�　当組合の設立趣旨である和歌山県医師会会員の相互扶助の金融機関であるということを十分に認識しております。
　�　経営基盤の強化、内部管理態勢の充実、積極的な情報開示に努めることにより、組合員を金融面よりサポートすることにより、医業の発展に資
する事を基本理念としております。
○取引先への支援状況等
　�　中小企業金融円滑化法の期限が到来しましたが、引き続き貸出条件の変更等の相談を受けた場合は、「中小企業金融円滑化法」の趣旨に則った対
応に努めます。
○企業の社会的責任（CSR）について
　�　業域信用組合として、金融面よりサポートすることにより地域医療の発展に貢献出来るものと認識しています。

地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）

○地域密着型金融の推進に関する基本的な方針
　�　当組合の設立趣旨である和歌山県医師会員の相互扶助の金融機関であるということを十分に認識して、今後とも金融サービスの向上

に努め地域医療に貢献すべく取り組んでいきます。
○具体的な取組の重点事項及び具体的目標
　　当組合では「地域密着型金融」の推進については、今後とも下記重点事項について、積極的に推進していくものといたします。
　　① 新規開業支援の積極的な取組み
　　② 事業承継・設備投資等のニーズへの迅速な対応
　　③ 顧客への説明態勢の整備・相談苦情処理機能の強化
　　④「経営者保証に関するガイドライン」に準じた対応
　　　 等、組合員先生方に積極的に推進することにより金融円滑化に努めてまいります。

「地域密着型金融」の取組み状況について
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○中小企業の経営支援に関する取組み方針
　　経営支援が必要な取引先に対しては、外部専門家・外部機関等との連携を図り積極的に支援を行なっていく方針です。

○中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況
　　「中小企業金融円滑化法」の期限到来後も、引き続き経営支援の相談窓口を設置するなど態勢整備を行なっております。

○中小企業の経営支援に関する取り組み状況
　�　医院の運営に必要な資金や開業等により診療所・社宅・附属施設等の土地・建物の取得及び増改築に係る費用、又は医療機器等の購

入に必要な資金、事業を継承する為に必要な費用の融資を目的として医療事業ローン・新規開業支援ローン・医療機器購入ローン・事
業継承ローン等を取り扱っています。

○創業・新規事業開拓の支援
　「新規開業支援ローン」の取扱い等により、より積極的に開業支援に取組んでおります。

○経営者保証に関するガイドラインへの対応について
　　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則」の

趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者
保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記
載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高ま
るかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っています。

　【「経営者保証に関するガイドライン」の活用に係る取り組み事例（令和 3 年度）】
　 1 ．主債務者及び保証人の状況、事案の背景等
　　　過度の担保・保証に依存しないで法人の財務状況等の把握に努め、十分な検討を行っています。
　 2 ．取り組み内容
　　　経営者保証に関するガイドラインに則した対応により、令和 3 年度は、新規に無保証で13件の融資の実行を行いました。

○「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況
令和 2年度 令和 3年度

新規に無保証で融資した件数 30件 13件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 47.62％ 46.42％

保証契約を解除した件数 0件 0件

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数  
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件

注1．本表の「債務者数」、「先数」は、正常先を除く計数です。
　2．期初債務者数は令和3年4月当初の債務者数です。
　3．債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含んでおりません。
　4．�「α（アルファ）のうち期末に債務者区分がランクアップした先数β（ベータ）」は、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先です。なお、経営改善支援取組み先で期中に完済
した債務者はαには含みますがβには含んでおりません。

　5．「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先γ（ガンマ）」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先です。
　6．「αのうち再生計画を策定した先数δ（デルタ）」は、αのうち中小企業再生支援協議会の再生計画策定先、ＲＣＣの支援決定先、当組合独自の再生計画策定先の合計先数です。
　7．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況
○経営改善支援等の取組み実績� （単位：先数、％）

期初債務者数（Ａ） 経営改善
支援取組み率

（α/A）

ランク
アップ率

（β/α）

再生計画
策定率

（δ/α）

うち経営改善支援取組み先（α）

αのうち期末に債務者
区分がランクアップし
た先数（β）

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかっ
た先（γ）

αのうち再生計画を
策定した先数（δ）

7 7 0 7 3 100 0 42.85

○令和 3年度の取組み実績
　　組合員先生方の設備投資等の資金需要に対する融資取組み実績
　　①一般融資		  10件	 351,000千円
　　②開業資金		  4 件	 540,000千円
　　③新型コロナ感染対応資金	 1 件	 36,000千円
○令和 4年度取組みの重点事項及び具体的目標
　�　新規開業支援の積極的取組み及び組合員先生方の設備投資等に対して、金融面よりサポートしていくことを重点方針として推進して

まいります。又、「経営者保証に関するガイドライン」に則した取組みを実践していきます。
　�　当組合としましては、適切なリスク管理の下、適切かつ積極的にリスクテイクを行い、金融仲介機能を発揮していくことにより、当

組合の信頼の維持、業務の健全性及び適切性を確保するように努めてまいります。
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調　査　実　施　期　間　　令和 4 年 2 月10日～令和 4 年 2 月25日

「利用者満足度アンケート」実施結果について

Ａ会員（アンケート回答　224名／回答率　28.2％）
Q 1 ．事業承継について

Ａ．将来の事業承継プランの選択肢
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a． b． c． d．

73人

24人24人

36人36人

99人99人

ａ．親族への承継
ｂ．親族以外への承継（事業譲渡・M＆A等を含む）
ｃ．閉院
ｄ．まだ考えていない

◆後継者候補の属性
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ａ．子ども
ｂ．親族（子ども以外）
ｃ．非親族
ｄ．他の医療機関等への事業承継（事業売却・M＆A）

Ｂ．事業承継プランの検討にあたって不安に思うこと� （複数回答可）
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40人
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a. b. c. d. e. f. g.

ａ．信頼できる相談先が見つかるか不安
ｂ．行政手続等の実務が不安
ｃ．後継者候補を自分で探せるか不安
ｄ．妥当な金額で事業譲渡ができるか不安
ｅ．引退後、生活水準を維持できるか不安
ｆ．不安に思うことはない
ｇ．その他

Ｃ．事業承継プランのご相談をするとしたら（複数回答）
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a. b. c. d. e. f. g. h.

ａ．和歌山県医師会・和歌山県医師信用組合
ｂ．顧問税理士　　　　　　
ｃ．Ｍ＆Ａ仲介の専門事業者
ｄ．銀行などの金融機関　　
ｅ．民間の医業コンサルタント
ｆ．取引業者（医薬品・医療機器関連等）
ｇ．その他　＊�家族　＊顧問弁護士　＊友人　＊和歌山保険医協会
　　　　　　＊法人理事会　＊日精協　＊M3.com
　　　　　　＊�数年以内に迫っていますが、どちらに相談したらいいのか悩んでいます
ｈ．特になし

Q 2 ．�今後の事業（生活）設計での資金利用 
（含 現在ご利用中のご融資）（複数回答）
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A.-a A.-b A.-c A.-d A.-e B. C. D.

Ａ．－ａ．（資金利用の予定がある）事業性資金
Ａ．－ｂ．（資金利用の予定がある）住宅資金
Ａ．－ｃ．（資金利用の予定がある）車購入資金
Ａ．－ｄ．（資金利用の予定がある）教育資金
Ａ．－ｅ．（資金利用の予定がある）その他
Ｂ．資金利用の予定は無い
Ｃ．他行借入を見直したい（利率等）
Ｄ．その他　土地購入

Q 3 ．（預金商品）今後利用するなら（複数回答）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

A． B． C．

81人

97人97人

23人23人

Ａ．第 3回懸賞品付定期預金
Ｂ．定期積金「ダブル」のキャンペーン
Ｃ．その他キャンペーン商品
　　＊ �Amazonギフトカード
　　＊�元本が保証されるもので、自由出し入れできればなお可
　　＊�高額の資金にみあう高利率商品
　　＊�とにかく安全で高利息商品
　　＊�もう少し高利の定期などあれば良いのですが…
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Q 4 ．資産運用について、今気になっている項目（複数回答）

0

20

40

60

80

100

120

A． B． C． D． E．

74人74人

102人

25人

7人 5人

Ａ．不動産の有効利用
Ｂ．自身（家族）のこれからの生活設計にあわせた資金計画
Ｃ．iDeCoやNISA等について
Ｄ．国民年金基金について
Ｅ．その他
　　＊�株式投資
　　＊�証券会社（ネット）でおこなっている
　　＊�マンションの購入

Ｂ会員（アンケート回答　88名／回答率　13.0％）
Q 1 ．今特に気になっている項目（複数回答）

A．事業承継問題について

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

a． b． c． d．

14人

4人
5人5人

8人

ａ．後継者が不在
ｂ．後継者についての親族間の調整
ｃ．出資持分
ｄ．その他

Ｂ．相続・遺言問題について

0

5

10

15

20

25

30

35

40

a． b． c． d．

38人38人

11人

15人

5人

ａ．相続税・贈与税
ｂ．財産評価
ｃ．遺言等スムーズな財産分与
ｄ．その他
　　＊�税制の成行き（変更）を注視

Ｃ．資産運用について

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

18人18人

a.

43人43人

b.

16人

c.

2人2人

d.

5人

e.

ａ．不動産の有効活用
ｂ．自身（家族）のこれからの生活設計にあわせた資金計画
ｃ．iDeCoやNISA等について
ｄ．国民年金基金について
ｅ．その他

Q 2 ．�今後の事業（生活）設計での資金利用 
（含 現在ご利用中のご融資）（複数回答）

0

10

20

30

40

50

60

9人 8人8人 8人8人 8人8人

2人

58人58人

4人
1人

A.-a. A.-b. A.-c. A.-d. A.-e. B. C. D.

Ａ．－ａ．（資金利用の予定がある）事業性資金
Ａ．－ｂ．（資金利用の予定がある）住宅資金
Ａ．－ｃ．（資金利用の予定がある）車購入資金
Ａ．－ｄ．（資金利用の予定がある）教育資金
Ａ．－ｅ．（資金利用の予定がある）その他
Ｂ．資金利用の予定は無い
Ｃ．他行借入を見直したい（利率等）
Ｄ．その他

Q 3 ．（預金商品）今後利用するなら（複数回答）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

A． B． C．

17人17人

39人39人

14人14人

Ａ．第 3回懸賞品付定期預金
Ｂ．定期積金「ダブル」のキャンペーン
Ｃ．その他キャンペーン商品
　　＊�特別定期預金並みの利率サービス
　　＊�金利アップ定期預金
　　＊�短期間の定期預金（ 1年や 2年）で利率が少しでもいいもの
　　＊�今後、定期預金や定期積金ができるほどの収入は見込めません
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索 引 各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第６条で準用する銀行法第21条」「金融再生法」に基づく開示項目、
＊＊印は「監督指針の要請」に基づく開示項目、無印は任意開示項目です。

■ごあいさつ…………………………………… 2

【概況・組織】

1．事 業 方 針………… 2

2．事 業 の 組 織 ＊………… 2

3．役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）＊………… 2

4．店舗一覧（事務所の名称・所在地）＊…………22

5．地 区 一 覧…………22

6．組 合 員 数………… 2

【主要事業内容】

7．主 要 な 事 業 の 内 容 ＊…………18

8．信 用 組 合 の 代 理 業 者 ＊…取扱いなし

【業務に関する事項】

9．事 業 の 概 況 ＊………… 2

10．経 常 収 益 ＊………… 8

11．業 務 純 益 等 ＊………… 7

12．経 常 利 益 ＊………… 8

13．当 期 純 利 益 ＊………… 8

14．出 資 総 額、出 資 総 口 数 ＊………… 8

15．純 資 産 額 ＊………… 8

16．総 資 産 額 ＊………… 8

17．預 金 積 金 残 高 ＊………… 8

18．貸 出 金 残 高 ＊………… 8

19．有 価 証 券 残 高 ＊………… 8

20．単 体 自 己 資 本 比 率 ＊………… 8

21．出 資 配 当 金 ＊………… 8

22．職 員 数 ＊………… 8

【主要業務に関する指標】

23．業務粗利益及び業務粗利益率＊………… 7

24．資金運用収支、役務取引等収支及びその他の業務収支＊

…………………………………………………… 7

25．資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊

…………………………………………………… 8

26．受取利息、支払利息の増減＊………… 7

27．役 務 取 引 の 状 況………… 7

28．そ の 他 業 務 収 益 の 内 訳………… 8

29．経 費 の 内 訳………… 7

30．総 資 産 経 常 利 益 率 ＊………… 8

31．総 資 産 当 期 純 利 益 率 ＊………… 8

【預金に関する指標】

32．預 金 種 目 別 平 均 残 高 ＊…………10

33．預 金 者 別 預 金 残 高…………10

34．職 員 1 人 当 り 預 金 残 高………… 8

35．1 店 舗 当 り 預 金 残 高………… 8

36．定 期 預 金 種 類 別 残 高 ＊…………10

【貸出金等に関する指標】

37．貸 出 金 種 類 別 平 均 残 高 ＊…………10

38．担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊…………11

39．貸 出 金 金 利 区 分 別 残 高 ＊…………11

40．貸 出 金 使 途 別 残 高 ＊…………11

41．貸出金業種別残高・構成比＊…………10

42．預貸率（期末・期中平均）＊………… 8

43．消費者ローン・住宅ローン残高…………11

44．代 理 貸 付 残 高 の 内 訳…………17

45．職 員 1 人 当 り 貸 出 金 残 高………… 8

46．1 店 舗 当 り 貸 出 金 残 高………… 8

【有価証券に関する指標】

47．商品有価証券の種類別平均残高＊…取扱いなし

48．有価証券の種類別平均残高＊…………10

49．有価証券種類別残存期間別残高＊…………10

50．預証率（期末・期中平均）＊………… 8

【経営管理体制に関する事項】

51．法 令 等 遵 守 の 体 制 ＊…………12

52．リ ス ク 管 理 体 制 ＊…12.13.14

　 資料編…………………………… 14.15.16.17

53．苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊…………12

【財産の状況】

54．貸借対照表、損益計算書、剰余金処分

　 計算書＊……………………………… 4.5.6.7

55．�協金法開示債権（リスク管理債権）及び…

金融再生法開示債権の保全・引当状況＊…………11

　 （1） 破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　 （2） 危険債権

　 （3） 三月以上延滞債権

　 （4） 貸出条件緩和債権

　 （5） 正常債権

56．�自己資本の構成に関する事項（自己資本比率明細）＊………… 9

57．有価証券、金銭の信託等の評価＊………… 7

58．外 貨 建 資 産 残 高…該当事項なし17

59．オ フ バ ラ ン ス 取 引 の 状 況…該当事項なし 8

60．先 物 取 引 の 時 価 情 報…該当事項なし 8

61．貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊…………11

62．貸 出 金 償 却 の 額 ＊…………11

63．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について＊＊

　　　　　　　　………………………………17

64．会 計 監 査 人 に よ る 監 査 ＊…………17

【その他の業務】

65．内 国 為 替 取 扱 実 績…………17

66．外 国 為 替 取 扱 実 績…該当事項なし17

67．公 共 債 窓 販 実 績…該当事項なし17

68．公 共 債 引 受 額…該当事項なし17

69．手 数 料 一 覧…………17

【その他】

70．ト ピ ッ ク ス………… 2

71．沿 革 ・ 歩 み………… 2

72．継続企業の前提の重要な疑義＊…該当事項なし

73．総 代 会 に つ い て ＊＊………… 3

74．報 酬 体 系 に つ い て ＊＊…………12

75．「利用者満足度アンケート」実施結果について…… 20.21

【地域貢献に関する事項】
76．地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）＊＊…………18
77．地域密着型金融の取組み状況＊＊…… 18.19

78．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況＊

　　　　　　　　………………………………19

79．「経営者保証に関するガイドライン」への対応について＊＊

　　　　　　　　………………………………19

店　　　　名 住　　　　　所 電　　話 ＦＡＸ
本　　　　　店 〒640-8137　和歌山市吹上 1丁目 2番 4号 073-423-2504 073-436-1469

店舗一覧表（事務所の名称・所在地）

和 歌 山 県 下 一 円

地区一覧
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和歌山県医師信用組合
〒640-8137　和歌山市吹上1丁目2番4号
TEL：073-423-2504　FAX：073-436-1469
https://www.wakayamaishishin.co.jp


